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多可町太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例施行規則 

平成29年9月29日 

規則  第 15号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、多可町太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例（平成29年多

可町条例26号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定めるものとする。 

（事業計画の届出） 

第２条 条例第６条第１項（条例第９条第１項において準用する場合を含む。）の規定による

届出は、事業計画届出書（様式第１号）を町長に提出して行わなければならない。 

（近隣説明実施記録及び確約書の様式） 

第３条 条例第６条第１項、第３項及び第４項（条例第９条第１項においてこれらの規定を準

用する場合を含む。）に規定する近隣説明実施記録の様式は、様式第２号によるものとする。 

２ 条例第６条第１項に規定する確約書の書面の様式は、様式第３号によるものとする。 

（事業計画の変更の届出） 

第４条 条例第６条第３項又は第４項（条例第９条第１項においてこれらの規定を準用する場

合を含む。）の規定による届出は、変更後の事業計画届出書（様式第４号）を町長に提出し

て行わなければならない。 

（届出を要しない軽微な変更） 

第５条 条例第６条第３項（条例第９条第１項において準用する場合を含む。）に規定する規

則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

(１) 条例第６条第２項第２号に掲げる事項の変更のうち、同条第１項（条例第９条第１項

において準用する場合を含む。）の規定による届出に係る設置工事の着手予定日を当該着

手予定日とされた日前の日に変更する以外の変更 

(２) 条例第６条第２項第４号に掲げる事項の変更のうち、次に掲げるもの 

ア 太陽光発電施設等に係る工作物（以下「工作物」という。）の明度又は彩度を低下さ

せる場合における当該明度又は彩度の変更 

イ 事業区域内の森林又は緑地（以下「森林等」という。）の面積を増加させる場合にお

ける当該森林等の面積の変更 

ウ 工作物の水平投影面積を減少させる場合における当該水平投影面積の変更 

エ 工作物の構造耐力上主要な部分以外の部分 

（近隣関係者） 

第６条 条例第７条第１項（条例第９条第１項において準用する場合を含む。）に規定する規

則で定める者は、次に掲げる者とする。 

(１) 事業区域に隣接する土地について所有権又は借地権（建築物の所有を目的とする地上

権又は賃借権（臨時設備その他一時使用のため設置されたことが明かなものを除く。）を

いう。）を有する者 

(２) 前号の土地に存する建築物について所有権、使用貸借による権利又は貸借権を有する

者 

(３) 地元集落（事業区域又は事業区域に隣接する土地を含む集落）に所属する関係住民 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町長が別に定める者 

（工事完了の届出） 

第７条 条例第８条（条例第９条第１項において準用する場合を含む。）の規定による届出は、
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工事完了届出書（様式第５号）を町長に提出して行わなければならない。 

２ 前項に規定する工事完了届出書には、工事完了後の状況がわかる写真を添付するものとす

る。 

（増設等の行為） 

第８条 条例９条第１項に規定する規則で定める行為は、次に掲げるものとする。 

(１) 工作物の増設 

(２) 工作物の移転、修理又は改造（以下「移転等」という。） 

(３) 事業区域の面積を変更する行為 

（設置者の氏名等の変更届） 

第９条 条例第９条第２項の規定による届出は、設置者の氏名等の変更届出書（様式第６号）

を町長に提出して行わなければならない。 

（廃止の届出） 

第10条 条例10条の規定による届出は、廃止届出書（様式第７号）を町長に提出して行わなけ

ればならない。 

（国等の特例を適用する法人） 

第11条 条例第14条第１項に規定する規則で定める法人は、次に掲げる法人とする。 

(１) 独立行政法人都市再生機構 

(２) 地方住宅供給公社（都道府県及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19に

規定する指定都市が設立したものに限る。） 

(３) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

(４) 独立行政法人空港周辺整備機構 

(５) 土地開発公社（都道府県及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19に規定

する指定都市が設立したものに限る。） 

(６) 日本下水道事業団 

（国等における太陽光発電施設等の設置等に係る通知） 

第12条 条例第14条第１項の規定による通知は、第２条、第４条、第７条、第９条及び第10条

の規定の例により行うものとする。 

（書類の提出部数） 

第13条 この規則の規定により町長に提出する書類の提出部数は、正本１部及び副本１部とす

る。 

附則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第12条の規定は、条例附則第５項の規定による届出及び条例附則第６項の規定による通知

について準用する。 



3/9 

 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第３条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 
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様式第５号（第７条関係） 
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様式第６号（第９条関係） 
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様式第７号（第10条関係） 

 


